
（別添１） 

 

契  約  書（案） 

                                           

 

 支出負担行為担当官 近畿地方環境事務所総務課長 松本 行央（以下「甲」という。）は 

                              （以下「乙」という。）と、 

「令和７年度近畿地方環境事務所自然環境整備課の業務に係る派遣業務」について、次の条項により 

契約を締結する。 

 

 

（信義誠実の原則） 

第１条 甲乙両者は、信義を重んじ誠実にこの契約を履行しなければならない。 

 

（契約の内容） 

第２条 甲が行う業務を補助するため、別添の仕様書に基づき、乙の雇用する労働者（以下「派遣労

働者」という。）を甲に派遣する。 

２ この契約を履行するに際し、労働者派遣法を遵守するものとする。 

 

（契約金額及び派遣料金の算出等） 

第３条 契約金額は、１時間当たりにつき金     円とする。 

２ １日の実労働時間が８時間を超える勤務については、その超えた部分を時間外勤務とし、甲は乙

に対し１時間当たりの単価を前項単価の２５％増として、支払うものとする。なお、１か月の時間

外勤務が６０時間を超えた場合は、その超えた部分について、前項単価の５０％増とする。また、

勤務が深夜（２２時以降）におよぶ場合は、さらに２５％を上載せする(従って時間外勤務と深夜勤

務が重なった場合は、合計５０％増又は７５％増となる。)。 

３ 契約金額には、乙がこの契約を履行するために必要な通勤手当、社会保険料等を含むものとする。 

４ 派遣労働者の各日の就業時間は、５分単位（５分未満については切り捨てる。）で算出するものと

する。 

５ 派遣料金の計算期間は、月の初日から末日までの１か月とし、各月毎に派遣労働者の就業時間（０．

５時間未満の端数については切り捨て、０．５時間以上の端数は切り上げる。）を算出する。派遣料

金の単価に算出された就業時間を乗じて得た額（円未満の端数は切り捨て）とその額に消費税法第

２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第７２条の７７及び第７２条の８３の規定により、１０

０分の１０を乗じて得た消費税額及び地方消費税額（円未満の端数は切り捨て）を合算した金額を

月額派遣料金とする。 

６ 前項で算出された月額派遣料金の他、業務遂行上特にやむを得ないと甲が認めた経費については

加算することができる。 

 



（契約期間） 

第４条 この契約の期間は、令和７年１０月１日から令和８年３月３１日までとする。 

（契約保証金） 

第５条 甲は、この契約の保証金を免除するものとする。 

 

（履行場所） 

第６条 この契約の履行場所は仕様書のとおりとする。 

 

（就業の確保） 

第７条 乙は、甲と協力して本業務が円滑に遂行できるよう派遣労働者に対し、適正な管理を行うも

のとする。 

２ 乙は、労働基準法に基づき、派遣労働者には社会保険に加入させることとし、その経費負担は乙

が負うものとする。 

３ 乙は、労働基準法に基づき、派遣労働者には業務に支障の無い範囲において有給休暇を取らせる

ものとし、その経費負担は乙が負うものとする。 

４ 甲は、前項により派遣労働者が有給休暇を取得する場合は、乙に対してその期間中に代理の派遣

労働者の派遣を要請することができるものとし、乙は、甲から代理の派遣労働者の派遣要請があっ

た場合は、可能な限りその要請に応じなければならない。また、代理の派遣労働者に対する契約金

額等の諸条件は、本契約に準ずるものとする。 

５ 甲は、本業務の遂行に必要な施設、設備等を甲の業務に支障のない範囲において、派遣労働者に

使用させることができる。 

 

（派遣労働者の交替等） 

第８条 派遣労働者が就業するにあたり、遵守すべき甲の業務処理方法、就業規則等に従わない場合、

又は業務処理の能率が著しく低く労働者派遣の目的を達しない場合には、甲は乙にその理由を示し、

派遣労働者への指導、改善、派遣労働者の交替等の適切な措置を要請することができる。 

２ 乙は、甲から前項の要請があった場合には、速やかに調査するものとし、当該派遣労働者への指

導、改善の措置を講じ又は当該交替要請が不当でないと認められた場合には、遅滞なく甲の要求す

る資格条件等を満たす者と交替の上、派遣させなければならない。なお、当該派遣労働者の交替に

当たっては、乙が無償にて十分な引継を行わせ、甲の承認を得るものとする。 

３ 派遣労働者の傷病その他、やむを得ない理由がある場合には、乙は甲に通知して、派遣労働者を

交替させることができる。 

４ 乙は、派遣労働者の自己都合欠勤、事故による欠員又はその他派遣労働者の人数に欠員が生じる

おそれがあるときは、直ちに甲にその旨連絡するとともに、欠員が生じないよう措置をとり、また、

欠員が生じたときは直ちに、その欠員の補充を行わなければならない。ただし、甲においてその必

要がない旨乙に連絡したときはこの限りではない。 

５ 甲の承諾のある場合を除き、前項の欠員が生じたことによって、甲に損害が生じたときは、乙は

甲に対しその損害を賠償しなければならない。 



 

 

（債権譲渡の禁止） 

第９条 乙は、この契約によって生じる権利又は義務の全部若しくは一部を甲の承諾を得た場合を除

き第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、信用保証協会及び中小企業信用保険法施

行令（昭和２５年政令第３５０号）第１条の３に規定する金融機関に対して売掛債権を譲渡する場

合にあっては、この限りでない。 

２ 前項ただし書に基づいて売掛債権の譲渡を行った場合、甲の対価の支払による弁済の効力は、甲

が、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第４２条の２に基づき、センター支出官に

対して支出の決定の通知を行った時点で生ずるものとする。 

 

（二重派遣及び雇用の禁止） 

第１０条 乙は、他の労働者派遣業者から派遣を受けた派遣労働者を甲に再派遣してはならない。 

２ 甲は、乙から派遣を受けた派遣労働者を第三者に対し再派遣してはならない。 

３ 甲は、派遣契約期間中は、乙の派遣労働者を雇用してはならない。 

 

（業務指揮） 

第１１条 派遣労働者は、その業務の実施に当たり、甲が定めた指揮命令者の指示に従うものとする。 

２ 甲は、派遣労働者の服務については、甲の職員に準拠して取り扱うものとする。 

 

（業務内容の変更） 

第１２条 甲は、必要がある場合には、業務の内容を変更することができる。この場合において、契

約金額及び期間を変更するときは、甲乙協議して署名によりこれを定めるものとする。 

 

（業務の中止） 

第１３条 天災地変その他止むを得ない事由により、業務の遂行が困難となったときは、乙は、甲と

協議のうえ、契約の解除を行うものとする。 

２ 前項、第１４条又は第１５条の規定により契約を解除するときは、第１７条から第２０条までの

規定に準じ精算する。 

 

（中途解除） 

第１４条 甲は、甲に起因する事由により、この契約の中途解除を行おうとする場合には、乙の合意

を得ることはもとより、あらかじめ相当の猶予期間をもって乙に解除の申し入れを行うこととする。 

２ 甲及び乙は、派遣労働者の責に帰すべき事由によらない中途解除を行った場合には、他の派遣先

を斡旋する等により、当該労働者の新たな就業機会の確保を図るものとする。 

３ 甲は、甲の責に帰すべき事由による中途解除を行おうとする場合には、派遣労働者の新たな就業

機会の確保を図ることとし、これができない場合には、少なくともこの契約の解除に伴い乙が派遣

労働者を休業させること等を余儀なくされたことにより生じた損害の賠償を行うものとする。 



４ 前項の規定により損害賠償を行う場合の損害額の算定については、「派遣先が講ずべき措置に関

する指針」（令和２年厚生労働省告示第 346号）の取扱いの例によることを基本とする。 

５ 甲は、この契約の中途解除を行おうとする場合であって、乙から請求があったときは、この契約

の解除を行った理由を乙に対し明らかにすることとする。 

 

（契約の解除） 

第１５条 甲は、次の各号の一に該当するときは、催告することなくこの契約の全部又は一部を解除

することができる。 

  一 乙の責に帰する事由により、乙がこの契約の全部又は一部を履行する見込みがないと認められ

るとき 

  二 乙がこの契約に違反したとき 

  三 乙又はその使用人が甲の行う監督及び検査に際し不正行為を行い、又は監督官等の職務の執行

を妨げたとき 

２ 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、催告することなくこの契約を解除する

ことができる。 

  一 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は

役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は

代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

  二  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

  三 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

  四 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると

き 

  五 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

３ 甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をした場合は、催告すること

なくこの契約を解除することができる。 

  一 暴力的な要求行為 

  二 法的な責任を超えた不当な要求行為 

  三 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

  四 偽計又は威力を用いて甲等の業務を妨害する行為 

  五 その他前各号に準ずる行為 

 

（違約金） 

第１６条 甲が前条の規定により契約の全部又は一部を解除した場合は、乙は契約金額に契約期間内

における派遣業務の予定数量から契約期間内に完了した派遣業務の数量を控除した数量を乗じた



額にその取引に係る消費税及び地方消費税の相当額を加算して得た金額（円未満の端数は切り捨て）

の１００分の１０に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第一号に該当する場合とみなす。 

 一 乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法律第７５号）の

規定により選任された破産管財人 

 二 乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４年法律第１５４

号）の規定により選任された管財人 

 三 乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 乙が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、乙は、甲の請求に基づき、契約金額に契約

期間内における派遣業務の予定数量から契約期間内に完了した派遣業務の数量を控除した数量を

乗じた額にその取引に係る消費税及び地方消費税の相当額を加算して得た金額（円未満の端数は切

り捨て）の１００分の１０に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければなら

ない。 

一 この契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５

４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は乙が構成事業者である事業者団

体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が乙に対し、独占禁

止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく

課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した

当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

  二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命

令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「乙等」という。）に対して行われた

ときは、乙等に対する命令で確定したものをいい、乙等に対して行われていないときは、各名宛

人に対する命令全てが確定した場合における当該命令をいう。次号において「納付命令又は排除

措置命令」という。）において、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違

反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

  三 納付命令又は排除措置命令により、乙等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反す

る行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合に

おいて、この契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が乙に対し

納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該

違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、

当該取引分野に該当するものであるとき。 

  四 この契約に関し、乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４０年法律

第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号に規定す

る刑が確定したとき。 

４ 乙が前二項の違約金を甲の指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期間を経過した日か

ら支払いをする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した額の遅延利息を甲に支払わ

なければならない。 



５ 第１項及び第２項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超える場合において、甲

がその超える分の損害を損害金として請求することを妨げない。 

 

（報告等） 

第１７条 派遣労働者は、勤務報告書を作成し、その内容について指揮命令者の確認を受けた後甲及

び乙に毎月報告するものとする。 

２ 乙は、前項の規定に基づき報告を受けたときは速やかに甲に通知しなければならない。 

 

（検査） 

第１８条 甲は、前条の報告があったときは、当該報告を受理した日から１０日以内に検査を行わな

ければならない。 

 

（派遣料金の支払等） 

第１９条 乙は、前条の検査に合格したときは、派遣料金の支払いを請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定による請求を受けたときは、その日から起算して３０日以内（以下「約定期間」

という。）に支払うものとする。 

３ 前項の１か月単位の金額に円未満の端数があるときは、その端数を支払わないものとする。 

 

（支払遅延） 

第２０条 甲は、前条に定める約定期間内に支払わないときは、「政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律」に規定する責めを負うものとする。 

 

（損害賠償） 

第２１条 乙の派遣労働者がその責に帰すべき事由によって甲の施設等を損壊した場合、若しくは、

甲の職員又は第三者に危害を与えた場合は、乙はこれを賠償しなければならない。 

２ 乙の派遣労働者がその職務遂行中に被る身体上又は財物上の損害については、乙がこれを賠償し

なければならない。ただし、甲の故意又は重大な過失による損害についてはこの限りではない。 

３ 甲は、第１項の損害の事実を知ったときは、乙に通知するものとする。 

４ 甲は、第１５条の規定によりこの契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損害について、

何ら賠償ないし補償することは要しない。 

 

（損害賠償額） 

第２２条 乙が第８条第５項、若しくは、前条の規定に基づき甲に賠償する額は、甲乙協議して定め

る。 

 

（表明確約） 

第２３条 乙は、第１５条第２項及び第３項のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわ

たっても該当しないことを確約する。 



 

（不当介入に関する通報・報告） 

第２４条 乙は、自らが、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ等の反社会的勢力から

不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、これを拒否し、

速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うもの

とする。 

 

（権利の帰属） 

第２５条 この契約に基づき派遣労働者が派遣期間中に得た成果についての一切の権利は、甲に帰属

するものとする。 

 

（苦情の処理） 

第２６条 甲は、派遣労働者から、その就業に関して苦情の申し出があったときは、速やかにその内

容を乙に通知し、甲乙協議して迅速かつ適切な処理を行うものとする。 

 

（守秘義務） 

第２７条 甲及び乙は、この契約の履行に際し、知り得た相手方の秘密を第三者に洩らし、又は利用

してはならない。 

 

（疑義の解決方法） 

第２８条 この契約に規定がない事項及び疑義のあるときは、甲乙協議して定めるものとする。 



 この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有するも

のとする。 

 

 

 

 

   令和  年  月  日 

 

 

 

 

            甲  大阪府大阪市北区天満橋１－８－７５ 桜ノ宮合同庁舎４階 

               支出負担行為担当官 

                近畿地方環境事務所総務課長  松本 行央   印 

 

 

 

            乙   

 

 

                                        印 


